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新潟県が「健康づくり連絡調整会議」を置く県内12地域の一つ

(1)人口 約8万6千人 老年人口割合 約2万9千人（約34％）
(2020国勢調査） 生産年齢人口 約4万8千人（約56％）

(2) 保健所が把握する当該地域の特徴（国保特定健診結果より）

当該地域の特徴
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 生活習慣起因疾病の有病割合が40歳以降の世代で高いことが、

当該地域の健康に関する重要課題の一つである。

 対策として職場における健康管理が重要であるが、この地域は

小規模事業場が圧倒的に多い。

 小規模事業場は、体制整備が不十分になりやすいが、産業保健

専門職が関わる機会も少ない。

 当該地域では、地域保健が事業場に関与できる可能性がある。

地域･職域連携ネットワークによる支援構想

2017年度（第22回）産業保健調査研究発表会
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【2016年度】

地域保健による事業場の健康管理実態調査

 地方においては、この方策の検討を地域保健分野が担える可能性がある
ため、地域･職域連携を推進する。

第59回北陸甲信越地方会総会

【2015年度】

 調査対象：当該地域の労働基準協会及び商工会議所/商工会の会員で、
2015年度会員名簿上従業員10人以上の623事業場



‘職場の元気応援隊’の設立

【2017年度】
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2017年度（第22回）産業保健調査研究発表会
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‘職場の元気応援隊’の構成
【2017年度】

2017年度（第22回）産業保健調査研究発表会



図. 地域の産業保健関連組織ネットワーク化による小規模事業場への産業保健支援

今後の“職場の元気応援隊”
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“職場の元気応援隊”（元気応援隊）による産業保健支援を進めて
きたが、2020年度、これまでは事業場からの応答を待つ体制であっ
たと評価し、事業場が自主対応型産業保健を導入できるよう、元気応
援隊からの積極的なアプローチ方法の検討で合意した。

本調査研究の目的は、自主対応型産業保健に取り組むよう事業場を
支援すべく、元気応援隊から事業場にアプローチする方法を検討する
ことである。

研究目的

１)   元気応援隊への事業場からの相談件数が少なかった要因

２）「事業所チェックリスト(仮称)」の検討

３） 事業場へ「自主点検票」を提示する方法

４）「自主点検票」による事業場からの相談を受け元気応援隊内で

迅速に情報交換し的確に回答する方法

検討事項
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結 果
１) 元気応援隊への事業場からの相談件数が少なかった要因

 中小規模事業者は日々の業務が多忙で対応できず健康
管理への取組の優先度が低く、元気応援隊の活用に至
らない。

 事業主等は、健康づくりへの取組への認知が不足して
いる或いは現状で困っていない。

 元気応援隊側の周知等および応援隊内相互の連携が不
足していた。

 そもそも商工会には健康に関する相談はしない。
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結 果
２）「事業所チェックリスト(仮称)」の検討

「自主点検票」と命名

 労働者50人未満/以上別に作成

「自主点検票の活用方法」を表紙に記載

 裏表紙には元気応援隊15組織・団体の一覧表と専門職務を 記載

 チェック項目:「健康の保持増進」、「がん・たばこ対策」および

「職場の管理体制について」

「自主点検票」は回収せず、事業場が保管

３）事業場へ「自主点検票」を提示する方法

 当該地域管内の従業員5人以上の約2,000事業場を周知対象

 通常業務で接する事業場に通常業務の中で積極的に周知

 14の組織・団体が「自主点検票」を窓口に設置

 商工会の事業場に「自主点検票」を試し使用依頼
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結 果
４）「自主点検票」による事業場からの相談を受け元気応援

隊内で迅速に情報交換し的確に回答する方法

 「個人情報を外した記録を保存し、次につなげて的確に回答す

る」を基本とし、対応を平準化

 「元気応援隊 連携ガイド（自主点検票版）2021年度」を作成

「自主点検票」を介して事業場から相談・支援要請を受けた元気

応援隊の組織・団体が行う対応の流れ

 「自主点検票に関するQ＆A」を作成

元気応援隊内で参照

 相談の対応内容は、「相談記録用紙」に記録し、セキュリティ付

きUSBに保存
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まとめ

 これまでの相談を待つ施策から、「自主点検票」を活
用して事業場に元気応援隊からアプローチすることで、
事業者自らが課題を認識して自主的な産業保健の取組
を行う契機になると期待される。

 さらに、元気応援隊がネットワークの連携を深め、そ
の存在が広く浸透することで、将来的には、地域・職
域連携による小規模事業場における産業保健活動支援
のgood practiceとして、県内全域に水平展開され、全
県的な産業保健・健康づくり活動の底上げにつなげる
ことが期待される。


